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　百人町四丁目国有地に10床の障害者支援施設(旧身体障害者療護施設：100床の特別養護老人ホームに併
設）を建設し運営する社会福祉法人を、プロポーザルにより選定しました（ショートステイ、デイサービ
ス事業併設）。また、当該法人は国の建設費補助の申請を行い、平成18年度着工、19年度竣工の予定で
す。区は特別養護老人ホームとあわせて建設費補助を行っています。
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　障害者支援施設(旧身体障害者療護施設）は、建設費の国庫補助内示の遅れで当初計画より遅れが生じ、
事業実施社会福祉法人は平成19年2月に着工し、平成20年6月に施設開設予定です。区は、特別養護老人
ホームと合わせて建設費補助を18年度と19年度に行いますが、その1ヵ年目の補助を行いました。旧知的障
害者入所更生施設は、新制度に対応した整備を行うため、平成24年度以降の設置を目指し準備を行いま
す。
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　施設入所希望障害者の入所先を確保するとともに、障害者の日中活動の場やショートステイ事業所につい
ても確保することにより、障害者の地域生活を支援します。

事務事業 31 心身障害者入所施設の設置促進

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

章 1 健康でおもいやりのあるまち

事業成果指標
指標名 定義 目標水準
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成果（事業が意図する成果）

ともにつくる福祉の推進施策

事業内容

対象・手段 　建設費補助を行うことで、社会福祉法人が区内に障害者支援施設を設置、運営することを支援します。

目的 　施設入所希望者の入所先を確保するとともに、新宿区内での障害者の地域生活を支援します。

事業の実施内容

平成18年度 備　　考

目標値１① 人 0.00 10.00
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の水準達成

（ 30人 ） の水準達成



　区内は土地代も高く、社会福祉法人単独での建設は困難であり、また、自立支援給付
費のみでは運営が難しい施設であるため、設置及び運営について区が支援することは必
要です。
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　百人町四丁目に建設中の旧身体障害者療護施設については、障害者自立支援法の下の障
害者支援施設として整備し、必要に応じて必要な職員の増配置を行うため、社会福祉法人
に対し運営助成を行います。また、知的障害者を主な対象とした障害者支援施設(旧知的
障害者入所更生施設）は、新制度に対応した整備についての再検討と事業用地の関係によ
り、平成２４年度以降の開設を目指し、準備を行います。
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  障害者入所支援施設は、希望者が待機している状況であるため緊急に支援体制を整備
し待機者の解消を図る必要があります。また、入所施設の設置は、短期入所による緊急
対応等、障害者地域生活支援の拠点としての役割が期待されます。
　社会福祉法人の障害者入所施設を区内に設置することに対し助成を行うことにより、
施設整備が促進され、入所待機者の解消と障害者地域生活支援の拠点整備につながりま
す。
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　入所需要の充足及び障害者の地域生活支援策としての成果は大きいと考えます。

0.50

  特養と併設の旧身体障害者療護施設を設置運営する社会福祉法人を選定し、基本協定
の締結等順調な進行状況です。（平成20年度開設予定）旧知的障害者更生施設は、新制
度に対応した整備の検討を行い、平成24年以降の開設を目指します。
　区民の旧療護施設入所需要からすると、10人／日の施設規模は適当であり、単独設置
の際の要件である30人の緩和を受けられる特別養護老人ホーム併設の手法は効率的で
す。また、旧知的障害更生施設の入所需要では、30人／日が 適正規模です。
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ｄ

事業に関する検討課題

　10床の障害者支援施設(旧身体障害者療護施設）として建設中の当該施設は、夜間支援部門として10床の
障害者入所支援、日中生活支援部門として20人／日の生活介護(主な対象は身体障害者）サービス提供と2床
の短期入所を行う施設として設置します。障害者自立支援法のサービス体系下で、利用希望者と運営法人及
び区で、区民のニーズに応じたサービス提供体制について充分に調整していきます。
　旧知的障害者入所更生施設は、新制度に対応した整備を行うため、平成24年度以降の開設を目指して準備
を行っていきます。
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旧身体障害者療護施設については、新法体系下の障害者支援施設として百人町四丁目に社
会福祉法人が運営することとなり、国庫補助内示がおくれたことにより、平成２０年６月
の開設を目指して建設が進んでいます。
　また、知的障害者を主な対象として整備予定の障害者支援施設(旧知的障害者入所更生
施設）は、障害者自立支援法の施行に伴う新制度に対応した整備について再度検討する事
とし、進行が遅れることとなりましたが、より良い施設を作るために必要なことだと評価
しています。
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